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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第52期
第１四半期
累計(会計)期間

第51期

会計期間

自　平成21年
　　3月1日
至　平成21年
　　5月31日

自　平成20年
　　3月1日
至　平成21年
　　2月28日

売上高 (千円) 738,3173,900,772

経常利益又は経常損失（△） (千円) △118,774 170,158

四半期純損失(△）又は当期純
利益

(千円) △73,579 125,827

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) － －

資本金 (千円) 990,750 990,750

発行済株式総数 (株) 6,935,7616,935,761

純資産額 (千円) 3,485,1813,635,214

総資産額 (千円) 8,662,1908,611,530

１株当たり純資産額 (円) 554.55 578.40

１株当たり四半期純損失
（△）又は当期純利益

(円) △11.71 19.76

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) － －

１株当たり配当額 (円) － 12.00

自己資本比率 (％) 40.2 42.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △5,369 172,805

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △19,469 61,620

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 53,749△256,497

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 294,710 265,800

従業員数 (名) 342 345

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」につ

いては記載しておりません。

３　当社には関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりません。

４　第52期第1四半期累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、1株当たり四半期純損失であ

り、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。また第51期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成21年5月31日現在

従業員数(名) 342（410）

 (注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第１四半期会計期間の平均雇用人員を( )外数で記載しておりま

す。

　

　

　

EDINET提出書類

株式会社昴(E04941)

四半期報告書

 3/22



第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 校舎数と収容能力

当社は、生徒に対して進学指導を行うことを主たる業務としておりますので、生産能力として表示すべ

き適当な指標はありません。これにかえて、売上高及び企業規模と比較的関連性が高いと認められる校舎

数、教室数及び収容能力（座席数）を示せば、次のとおりであります。
　

項目
当第１四半期会計期間末
（平成21年5月31日）

校舎数 75校舎

教室数 490教室

収容能力（座席数） 　               14,734席

　

(2) 販売実績

①販売方法

募集要項に基づき、直接生徒を募集しております。

　

　

②販売実績

　

部門 売上高(千円)

幼児・小学部 180,360

中学部 466,439

高等部 32,082

個別指導部 52,849

その他 6,584

合計 738,317

（注）１ その他は、合宿収入等であります。

　　　２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

（１）業績の状況

①経営成績の分析

当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、急速に悪化した経済環境も一部においては持ち直し兆

候が報じられるようになりましたが、個人消費においては雇用、所得環境の悪化から家計の節約志向は強

まっており、回復は困難な状況で推移いたしました。

このような状況下、当社は、今後の収益拡大を見込み、熊本市近郊に大津校、宮崎市に個別指導大塚教室の

２校を３月に開設し、さらに５月より宮崎県綾町教育委員会と連携した中学生の学習支援活動を本格的
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に開始し、公教育との協力体制を強化いたしました。

　一方、採算性の低い長嶺校を３月末をもって閉鎖いたしました。

　生徒数においては、個別指導部と高等部はわずかながら伸びたものの、収益の大きなウェイトを占める

小中学部において新規入学者数が前年を下回り回復できないまま推移いたしました。

　この結果、当第１四半期会計期間の売上高は738百万円となり、営業損失は112百万円、経常損失は118百

万円、四半期純損失は73百万円となりました。

　

②財政状態の分析

当第１四半期会計期間末の資産合計は、前事業年度末に比べて50百万円増加して8,662百万円となりま

した。流動資産は前事業年度末に比べ77百万円増加して574百万円、固定資産は前事業年度末に比べ26百

万円減少して8,087百万円となりました。

　流動資産増加の主な要因は、現金及び預金と繰延税金資産が増加したことによるものであります。

　固定資産減少の主な要因は、有形固定資産の減価償却によるものであります。

　当第１四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末に比べ200百万円増加して5,177百万円となりまし

た。流動負債は前事業年度末に比べ315百万円増加して2,966百万円、固定負債は前事業年度末に比べ114

百万円減少して2,210百万円となりました。

　流動負債増加の主な要因は、短期借入金及び前受金が増加したことによるものであります。

　固定負債減少の主な要因は、長期借入金の減少によるものであります。

　当第１四半期会計期間末の純資産合計は、前事業年度末に比べ150百万円減少して3,485百万円となりま

した。

　主な要因は、配当金の支払い及び四半期純損失の計上による利益剰余金の減少であります。

　

（２）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末残高

に比べ28百万円増加しました。この結果、資金の当第１四半期会計期間末残高は294百万円となりました。

　また、当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は5百万円となりました。これは主に営業損失になったことによるもので

あります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は19百万円となりました。これは主に定期預金の預入による支出によるも

のであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は53百万円となりました。これは主に短期借入金の純増額によるものであ

ります。

 

　

　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第１四半期会計期間において、重要な変更等はありません。

　

（４）研究開発活動
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　該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。

　また、当第１四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年5月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年7月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,935,761 6,935,761
ジャスダック
証券取引所

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式であ
り単元株式数は1,000株であ
ります。

計 6,935,761 6,935,761― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

　　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

　　　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年3月1日～
平成21年5月31日

－ 6,935,761－ 990,750－ 971,690

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第1四半期会計期間において、大株主の異動は把　　　　　　　　　

　　握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記

載することができませんので、直前の基準日（平成21年2月28日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年2月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
    普通株式　

650,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
6,225,000

6,225 ―

単元未満株式
　　 普通株式

60,761
― 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 6,935,761― ―

総株主の議決権 ― 6,225 ―

(注)　１「完全議決権株式(その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式2,000株(議決権2個)が含まれて

おります。　　　　　　　

 ２「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式775株が含まれております。

② 【自己株式等】

　 　 平成21年2月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社 昴

鹿児島市加治屋町9番1号 650,000― 650,000 9.38

計 ― 650,000― 650,000 9.38

　

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
3月

　
4月

　
5月

最高(円) 245 240 239

最低(円) 239 230 215

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期累計期間(平成21年3月1日から

平成21年5月31日まで)に係る四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビュー

を受けております。

　なお、有限責任監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年7月1日をもって監査法人トー

マツから名称変更しております。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

　

　

　

EDINET提出書類

株式会社昴(E04941)

四半期報告書

10/22



１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期会計期間末
(平成21年5月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年2月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 355,710 308,800

営業未収入金 4,983 4,266

教材 29,164 45,183

貯蔵品 3,023 2,164

繰延税金資産 127,881 80,416

その他 55,072 57,366

貸倒引当金 △1,000 △1,000

流動資産合計 574,836 497,197

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 2,867,822 2,898,354

土地 4,226,967 4,226,967

その他（純額） 161,411 163,952

有形固定資産合計 ※１
 7,256,201

※１
 7,289,274

無形固定資産 32,350 23,021

投資その他の資産

繰延税金資産 220,660 217,977

投資不動産（純額） ※２
 255,836

※２
 256,062

その他 322,304 327,996

投資その他の資産合計 798,801 802,036

固定資産合計 8,087,353 8,114,332

資産合計 8,662,190 8,611,530

負債の部

流動負債

買掛金 1,533 54,891

短期借入金 1,100,000 800,000

1年内返済予定の長期借入金 1,357,400 1,395,400

未払金 48,748 74,432

未払法人税等 6,654 15,691

前受金 178,013 48,126

賞与引当金 90,787 58,731

ポイント引当金 23,844 19,243

その他 159,295 184,261

流動負債合計 2,966,278 2,650,778

固定負債

長期借入金 1,545,400 1,677,500

退職給付引当金 487,661 482,652

長期未払金 147,892 147,892

その他 29,775 17,491

固定負債合計 2,210,730 2,325,537

負債合計 5,177,008 4,976,316
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(単位：千円)

当第１四半期会計期間末
(平成21年5月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年2月28日)

純資産の部

株主資本

資本金 990,750 990,750

資本剰余金 971,690 971,690

利益剰余金 1,890,962 2,039,961

自己株式 △374,938 △374,877

株主資本合計 3,478,464 3,627,524

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 6,717 7,689

評価・換算差額等合計 6,717 7,689

純資産合計 3,485,181 3,635,214

負債純資産合計 8,662,190 8,611,530
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(2)【四半期損益計算書】
　【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期累計期間
(自 平成21年3月１日
 至 平成21年5月31日)

売上高 738,317

売上原価 704,083

売上総利益 34,233

販売費及び一般管理費 ※
 147,054

営業損失（△） △112,820

営業外収益

受取利息 355

受取配当金 20

受取家賃 2,841

受取手数料 6,317

その他 582

営業外収益合計 10,117

営業外費用

支払利息 14,095

その他 1,976

営業外費用合計 16,072

経常損失（△） △118,774

税引前四半期純損失（△） △118,774

法人税、住民税及び事業税 4,293

法人税等調整額 △49,488

法人税等合計 △45,195

四半期純損失（△） △73,579
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第１四半期累計期間
(自 平成21年3月1日
 至 平成21年5月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △118,774

減価償却費 41,156

賞与引当金の増減額（△は減少） 32,056

ポイント引当金の増減額（△は減少） 4,601

退職給付引当金の増減額（△は減少） 5,008

受取利息及び受取配当金 △375

支払利息 14,095

売上債権の増減額（△は増加） △717

たな卸資産の増減額（△は増加） 15,160

仕入債務の増減額（△は減少） △53,357

未払金の増減額（△は減少） △25,834

未払消費税等の増減額（△は減少） △1,363

前受金の増減額（△は減少） 129,886

その他 △25,079

小計 16,462

利息及び配当金の受取額 166

利息の支払額 △13,659

法人税等の支払額 △8,338

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,369

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △37,000

定期預金の払戻による収入 19,000

有形固定資産の取得による支出 △550

投資有価証券の取得による支出 △919

投資活動によるキャッシュ・フロー △19,469

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 300,000

長期借入れによる収入 200,000

長期借入金の返済による支出 △370,100

自己株式の取得による支出 △61

リース債務の返済による支出 △820

配当金の支払額 △75,268

財務活動によるキャッシュ・フロー 53,749

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 28,910

現金及び現金同等物の期首残高 265,800

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 294,710
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第１四半期会計期間

(自　平成21年3月1日　至　平成21年5月31日)

会計処理基準に関す
る事項の変更

（1）たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更
　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法
による原価法によっておりましたが、当第1四半期会計期間より「棚卸資産の
評価に関する会計基準」（企業会計基準第9号　平成18年7月5日）が適用され
たことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については
収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。
　これによる、損益に与える影響はありません。

　

（2）リース取引に関する会計基準の適用
　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係
る会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業
会計基準第13号（平成5年6月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年3月
30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第16号（平成6年1月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員
会）、平成19年3月30日改正））が平成20年4月1日以後開始する事業年度に係
る四半期財務諸表から適用することができることになったことに伴い、当第1
四半期会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会
計処理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係
るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法を採用しております。
　これによる、損益に与える影響はありません。
　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リー
ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続
き採用しております。

　

【簡便な会計処理】

　

　
当第１四半期会計期間

(自　平成21年3月1日　至　平成21年5月31日)

1．一般債権の貸倒
見積高の算定方法

　当第１四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業
年度末に算定したものと著しく変化がないと認めら
れるため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用して
貸倒見積高を算定しております。

2．棚卸資産の評価
方法

　当第１四半期会計期間末の棚卸高の算出に関して
は、実地棚卸を省略し、前事業年度末の実地棚卸高を
基礎として合理的な方法により算定する方法によっ
ております。
　また、棚卸資産の簿価切下げに関して、収益性の低
下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積
り、簿価切下げを行う方法によっております。

3．固定資産の減価
償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、当事業年度
に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法
によっております。

4．法人税等並びに
繰延税金資産及び繰
延税金負債の算定方
法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加
減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方
法によっております。
　繰延税金資産の回収可能性の判断につきましては、
前事業年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の
発生状況に著しい変化がないと認められるため、前
事業年度末の検討において使用した将来の業績予測
及びタックス・プランニングの結果を利用しており
ます。

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

　　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第１四半期会計期間末
(平成21年5月31日)

前事業年度末
(平成21年2月28日)

※１　有価固定資産の減価償却累計額　3,105,035千円※１　有価固定資産の減価償却累計額　3,064,828千円

※２　投資不動産の減価償却累計額　　　 10,594千円※２　投資不動産の減価償却累計額　　 　10,367千円

　

(四半期損益計算書関係)

　

当第１四半期累計期間
(自　平成21年3月 1日 
 至　平成21年5月31日)

※販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は
次のとおりであります。

　 広告宣伝費 57,620千円
　 役員報酬 15,750千円
　 給料手当 23,782千円
　 賞与引当金繰入額 7,556千円
　 退職給付費用 1,080千円
　 減価償却費 3,231千円
 
 

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第１四半期累計期間
(自　平成21年3月 1日 
 至　平成21年5月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 355,710千円 　
預入期間が３か月超の定期預

金
△61,000千円

　

現金及び現金同等物 294,710千円 　
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(株主資本等関係)

当第１四半期会計期間末(平成21年5月31日)及び当第１四

半期累計期間(自 平成21年3月1日 至 平成21年5月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期会計期間末

普通株式(株) 6,935,761

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期会計期間末

普通株式(株) 651,025

　

　

３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

　

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年5月27日
定時株主総会

普通株式 75,419 12平成21年2月28日 平成21年5月28日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期会計期間の末日後となるもの

　　該当事項はありません。

　　　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　該当事項はありません。
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(リース取引関係)

著しい変動は認められないため記載しておりません。

　

　

(有価証券関係)

著しい変動は認められないため記載しておりません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

　

(持分法損益等)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期会計期間末
(平成21年5月31日)

前事業年度末
(平成21年2月28日)

　 　

１株当たり純資産額 554.55円
　

　 　

１株当たり純資産額 578.40円
　

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第１四半期会計期間末
(平成21年5月31日)

前事業年度末
(平成21年2月28日)

純資産の部の合計額(千円) 3,485,181 3,635,214

普通株式に係る純資産額(千円) 3,485,181 3,635,214

普通株式の発行済株式数(千株) 6,935 6,935

普通株式の自己株式数(千株) 651 650

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数(千株)

6,284 6,284

　

２　１株当たり四半期純損益等

　
当第１四半期累計期間
(自　平成21年3月 1日 
 至　平成21年5月31日)

１株当たり四半期純損失 △11.71円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存
在しないため記載しておりません。
 

　

　

(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第１四半期累計期間
(自　平成21年3月 1日 
 至　平成21年5月31日)

四半期損益計算書上の四半期純損失(千円) △73,579

普通株式に係る四半期純損失(千円) △73,579

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式の期中平均株式数(千株) 6,284

　

　

(重要な後発事象)

  該当事項はありません。
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２【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成２１年７月９日

株式会社 昴

取締役会　御中

　

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

　

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士　　古　　賀　　光　　雄　　印

　 　 　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士　　中　　野　　宏　　治　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社昴の平成２１年３月１日から平成２２年２月２８日までの第５２期事業年度の第１四半期累計期間

（平成２１年３月１日から平成２１年５月３１日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照

表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社昴の平成２１年５月３１日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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